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 【当該任意拠出金の目的・用途等】
　我が国は拠出金の用途の明確性を重視し、任意拠出金を全て、３分野・６カ国（地域含む）にイヤーマーク
している。分野では、①特定の国または分野に関する人権の特別報告者の活動支援費用、②国連全加盟
国の人権状況を審査するプロセスであるＵＰＲ（普遍的・定期的レビュー）審査への参加支援費用、③各国
の法と民主主義の促進のための費用に拠出している。国・地域に関しては、①タイ、②アフガニスタン、③ス
リランカ、④東ティモール、⑤カンボジア、⑥パレスチナ自治区に拠出している。各国・地域に対する我が国
の拠出金は、それぞれの事務所が行っている活動、すなわち人権諸条約やＵＰＲ勧告の実施支援、様々な
ステークホルダーとの人権に関する協議会開催、国内人権機関設置に向けての支援、公務員への人権研
修等に使用されている。
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 拠出先の国際機関名：国連人権高等弁務官事務所 (OHCHR )
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　拠出金・基金の名
称：

国連人権高等弁務官事務所拠出金

【当該任意拠出金等の意義、成果等に関する我が国としての評価】
　我が国は「普遍的価値」たる人権の保護・促進を推進する立場から、人権理事会の理事国としての地位を
継続して確保することを極めて重視し、２０１３年以降人権理事国を務めている。総理や大臣が施政方針演
説や外交演説において、人権・民主主義といった基本的価値の推進につき言及している中、国連人権高等
弁務官事務所への拠出は、我が国が人権理事会理事国として、人権外交を引き続き積極的に推進するた
めに必要である。また、国連人権高等弁務官事務所の活動は、北朝鮮関連、平和構築支援、法の支配と民
主主義推進、アジア地域支援強化等、我が国の国益や関心事項にとって極めて重要な事案を扱っているこ
とから、拠出を通じて同事務所の十全な活動を保障することは、我が国の人権重視の姿勢を対外的にア
ピールする手段として適切である。
　国連人権高等弁務官事務所の活動の成果は、例年、OHCHR Reportとして詳細に発表されており、各国
の人権分野におけるキャパシティビルディングについて、着実に成果を挙げているといえる。

1米ドル =　８１円

1米ドル =　８９円

　　　　イヤーマーク　　　　　ノン・イヤーマーク

 【所管官庁担当局課・室名】：外務省総合外交政策局人権人道課


